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ネイチャーポジティブ・生物多様性に関する取組みの加速 

 

 損害保険ジャパン株式会社（代表取締役社長：石川 耕治、以下「損保ジャパン」）は、自然関連財

務情報開示タスクフォース（以下、「ＴＮＦＤ」）提言に基づいて実施した当社グループの開示におい

て、事業活動を通じた、生物多様性・自然資本への依存と影響、リスクと機会について分析し、公表し

ました。ＯＥＣＭ（保護区以外の生物多様性に資する地域）の普及促進に取り組む「ＯＥＣＭ１００か

所プロジェクト」をはじめとする以下の取組みを通じて、ネイチャーポジティブ実現に向けて努めてい

きます。 

 

１．背景と目的 

 気候変動と不可分一体かつ喫緊の社会課題として、生物多様性の損失が注目されており、これに対応

するためのネイチャーポジティブ（生物多様性・自然資本の再興）に注目が集まっています。また、自

然災害の頻発化・激甚化が深刻な課題となる中、生態系を活用した防災減災（以下、「Ｅｃｏ－ＤＲ

Ｒ」）等、自然の力を活用した課題解決が災害に対する地域のレジリエンスを高めるための手段として

も注目を集めています。以上の背景を踏まえ、ＳＯＭＰＯのパーパスに基づきネイチャーポジティブの

各取組みをさらに加速します。 

 

２．取組内容 

（１）ＴＮＦＤ開示 

 ＳＯＭＰＯグループとして初のＴＮＦＤ開示をサステナビリティレポート２０２４（※１）で本年８月

に行いました。主要事業である国内損害保険事業（損保ジャパン）およびコンサルティング事業（ＳＯ

ＭＰＯリスクマネジメント）を対象に、ＴＮＦＤが推奨するＬＥＡＰアプローチ（※２）に基づき、自然

関連の課題について評価や分析を進めています。 

 開示にあたっては、ＳＯＭＰＯリスクマネジメントが評価・分析をしました。順次、開示範囲を海外

保険事業等に広げていくとともに、これらの開示ノウハウを外部に向けて活用し、ＴＮＦＤ開示支援サ

ービスを展開、企業のＴＮＦＤ開示を支援していきます。 

 

（２）ＯＥＣＭ１００か所プロジェクト 

 ２０３０年までに陸域・海域をそれぞれ３０％以上保全する「３０by３０」（サーティバイサーティ）

は、Ｇ７をはじめグローバルで合意された目標であり、わが国の生物多様性国家戦略にも盛り込まれて

います。 

 損保ジャパンでは、「３０by３０」達成に寄与するＯＥＣＭがＥｃｏ－ＤＲＲにも寄与することから、

「ＯＥＣＭ１００か所プロジェクト」としてその普及に取り組んでいます。自社グループのみならず、

企業や自治体が所有管理する緑地・森林・沿岸域のＯＥＣＭ登録の推進や申請を支援するプロジェクト

を実施しています。 

 

（３）ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮプロジェクト（※３）を通じたＯＥＣＭ登録支援 

 損保ジャパンは、全国各地のＮＰＯや市民社会とともに、ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮプロジェクトにより生

物多様性の保全に取り組んでいます。 



 ２０２３年度はＥｃｏ－ＤＲＲの浸透・促進や、「ＯＥＣＭ１００か所プロジェクト」の一環として

ＯＥＣＭの推進に寄与する自然共生サイト（※４）への申請プロセスを支援しています。この自然共生サ

イトへの申請支援により、令和６年度前期の自然共生サイトにおいて２つの地域が認定されました。 

 ２０２４年度は１６のプロジェクトの支援を決定しました。地域の環境ＮＰＯや市民活動を中心とし

た生物多様性保全の取組みによる自然共生サイトの認定も視野に入れて、人や生き物が住みやすい環境

づくりにつなげていきます。 

 

（４）生物多様性条約第１６回締約国会議（ＣＯＰ１６）への参画 

 損保ジャパンは、経団連自然保護協議会によるミッション団（２４社４６名）とともにＣＯＰ１６

（コロンビア、カリ）に参画しました。国連を含む最新の政策決定を担うキーパーソンと意見交換する

と同時に、科学と政策の連携強化を目指すScience Policy Forumにおいて、地域のクロスセクター協働

のハブとして取り組むＯＥＣＭ１００ヶ所プロジェクトの展開や、ＮＣＣＣ（ナチュラル・キャピタ

ル・クレジット・コンソーシアム、代表理事：九州大学馬奈木俊介教授）と連携した炭素クレジット、

また企業のサプライチェーンリスクの可視化の取組みについて発信しました。 

 

３．今後について 

 損保ジャパンは、世界がネイチャーポジティブの実現に向け動き出している中、リスクマネジメント

の専門家としての知見や、国内のネットワーク等を活用し、地域の協働のコアとなりながら上記の取組

みを加速させ、社会課題の解決に貢献していきます。 

 

 

※１ サステナビリティレポート２０２４ 

※２ ＴＮＦＤのＬＥＡＰアプローチ、Ｔｈｅ ＬＥＡＰ ａｐｐｒｏａｃｈ 

※３ ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮプロジェクト 

※４ 令和６年度前期「自然共生サイト」認定結果について 

 

◆自然共生サイトに認定されたプロジェクト 

①蒜山高原鳩ヶ原草原及び周辺湿原（岡山県、蒜山自然再生協議会） 

 
背丈の低い希少植物に太陽の光を当て、生育を促すために、草刈りを実施 

 

②尾無の湿地（大分県、NPO法人水辺に遊ぶ会） 

 
  草刈後の尾無の湿地    生息するベッコウトンボ 

https://www.sompo-hd.com/-/media/hd/files/csr/communications/pdf/2024/report2024.pdf?la=ja-JP&force_isolation=true
https://www.env.go.jp/content/000178847.pdf
https://tnfd.global/wp-content/uploads/2023/08/Guidance_on_the_identification_and_assessment_of_nature-related-issues_The_TNFD_LEAP_approach_v1.pdf
https://savejapan-pj.net/
https://www.env.go.jp/press/press_03747.html
https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/30by30alliance/documents/nintei/R6first54_HatogaharaGrasslandAndSurroundingMiresInHiruzenHighland.pdf?force_isolation=true
https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/30by30alliance/documents/nintei/R6first65_OnashiWetland.pdf?force_isolation=true


 

 

◆ＣＯＰ１６で科学・政策・社会の協調を目指したScience Policy Forumに登壇。 

 


